
１．事 業 の 目 的 ・ 必 要 性 と 内 容 （ＰＬＡＮ）　※この事業を行う目的・必要性は何か。どのような取組を行っているのか。

２．概算総事業費 （ＤＯ：コスト）　※事業を行うための費用の状況はどうか。コストがどれくらいかかっているのか。
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■法律・政令・省令名（学校教育法施行規則第５２条　　　　　　　　　　　　）

□道条例，規則，要綱等（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□市条例，規則，要綱等（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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総事業費計（Ａ＋Ｂ）

平成26年度予算 平成26年度決算見込 平成27年度予算 平成28年度予算要求

54,565 49,135 46,313 48,267 0

臨時職員

　　　事業を実施
　　　するために
　　必要な人件費
※人工は小数点第３位を四
捨五入しているため，実際
に人工がかかっていても0で
表示されている場合があ
る。
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平成24年度決算

目
的
・
必
要
性

内
　
容

【目的】

【必要性】

　社会の情報化が急速に進行する中で，子供たちが情報活用能力を身に付け，情報化社会に主体的に対応していく力を備えていくことを目的とする。

　教育の情報化を推進するため，教育用コンピュータや周辺機器，学習用ソフトウェアのほか，インターネット接続といったネットワーク環境等，学びの環境の構築を必要がある。

　平成１３年度から計画的に，市立の全小中学校でのコンピュータ教室の整備を進めてきており，２１年度までに各学校に１クラス分の教育用コンピュータを配備した。配備したコン
ピュータについては，６年経過したものから順次更新をしている。
　また平成２７年度からは，タブレット型パソコンを導入していく。
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３．活　　動　　実　　績 （ＤＯ：アウトプット）　※目的を達成するためにどのように取り組み，その実績はどうか。 ４-1．成　果　等 （ＤＯ：アウトカム）　

４-2．成　果　等 （ＤＯ：アウトカム）　※事業を実施し，どのような成果が得られたのか。

５．事務事業の点検 （ＣＨＥＣＫ）

６．今後の改善策 （ＡＣＴＩＯＮ）　※今後改善する点は何か。どのように進めていくか。

参考：他の自治体の状況

比較参考値
（他の自治体の類似事業
の状況など）

今後の方針
（改善・

見直し内容）

基本方針

当面現状維持

（事業について）

（経費について）

　情報化の分野は技術などの進展が早く，短い期間で変化することから，社会情勢や市の状況，進捗状況などを見極め，取り組みを着実に進め
られるよう適切な機種およびソフトウェアを選定する必要がある。

　機器の必要な性能を見極め，適切な価格の機器を選定していく。

評価対象外

法令・条例等の根拠により関与が妥当

達成している

現手段が最適

しづらい性質の事業

コストの節減度

将来コスト増減見込み

受益者負担の適正度

　小学校学習指導要領に基づき，総
合的な学習の時間などにおいて，児
童の情報活用能力を育む教育を行う
ため必要である。

　教育用コンピュータの安定的な運営
の維持に寄与している。

コ
ス
ト・
負
担

　最適な機器やソフトウェアを厳格に
選定しながらコストダウンを図ってい
るが，大幅な円安により機器の価格
が高騰しているためコストの節減はで
きていない。

　各学校のネットワーク環境は，教育
用コンピュータの導入年次や地域に
より，校内ＬＡＮ施工業者や回線接続
業者がまちまちであり，各業者との調
整が難しい。

節減できていない

現在より低減する可能性

評価対象外

成
果
・
有
効
性

必
要
性

事業の市民ニーズ

市の関与の妥当性

評価結果から明らかに
なった課題事項など

成果の達成状況

事業目的実現のための手段

執
行
方
法

外部委託の可能性

実施方法の効率性 図られている（今後も更に改善可能）

事業の成果等
教育用コンピュータは平成２４年度までデスクトップパソコンであったが，平成２５年度からノートパソコンとすることで，コンピュータ室だけではなく，普通教室においても
校内ＬＡＮに接続し，他のＩＣＴ機器と組み合わせて活用したり，児童同士の協働学習に利用するなど一層活用されるようになり，児童生徒のＩＣＴ活用能力の向上とわ
かりやすい授業の実現に資することができた。

評価項目 評価内容 評価内容の説明 評価項目 評価内容 評価内容の説明

定量的指標はない

　　　※事業の成果指標は何か。

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度活動指標名 単位

3

46

校

校
成果
指標

教育用パソコンのリース更新

教育用パソコンの運用

6 6

46 46


